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第１節 新川医療圏地域医療計画 

１ 医療圏の概況 

（１）地域の環境、人口及び人口動態 

○ 新川医療圏は県東部の魚津市、黒部市、入善町、

朝日町で構成され、圏域の総面積は 924.47 km2

で、山林地帯が 80％以上を占めています。 

○ 東は新潟県と長野県に、西は富山医療圏に接し

ています。圏域内には本県最大の温泉旅館街であ

る宇奈月温泉をはじめ、黒部峡谷鉄道や後立山連

峰など、有数の山岳観光地があります。 

○ 2022（令和４）年 10 月 1 日現在の圏域の総人

口は 111,689 人で、総人口の 36.4％が 65歳以上、

20.4％が 75 歳以上で県平均を上回っています。

2022（令和４）年の出生数は 547 人、出生率（人口千対）は 5.0（県：6.0）で、県平均を下

回っています。また、死亡率（人口千対）は 16.7（県：15.1）で県平均を上回っています。 

 

（２）医療機関、保健福祉関係施設 

○ 2022（令和４）年 10月１日現在、圏域内には、病院 14施設、一般診療所 74施設（有床

2施設、無床 72施設）、歯科診療所 52施設があります。 

○ 2022（令和４）年病院報告では、圏域内病院の１日平均患者数は外来 1,674 人、入院 1,377

人、また、病院の病床利用率は 71.8％となっており、平均在院日数は 29.9 日で県平均（29.7

日）と同程度です。 

○ 保健施設として、保健センターがすべての市町に、また、厚生センターの本所が黒部市に、

支所が魚津市に設置されています。なお、障害者・高齢者福祉施設等は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療機関の数 

区 分 
医 療 

機関数 
摘 要 

病 院 
 
14 
 

一般   12  
精神科   2 

一 般 
診療所 

74 
有床    2 
無床     72 

歯 科 
診療所 

52 無床     52 

厚生労働省「医療施設調査」 
（2022（令和４）年 10 月１日現在） 

 

病院病床数 

区 分 病床数 

一 般 1,045 

療 養  573 

精 神  290 

結 核   10 

感染症    4 

厚生労働省「医療施設調査」 
（2022（令和４）年 10 月１日現在） 

 

入善町 朝日町

魚津市

新川厚生センター

魚津支所

新川医療圏

黒部市

入善町 朝日町

魚津市

新川厚生センター

魚津支所

新川医療圏

入善町 朝日町

魚津市

新川厚生センター

魚津支所

新川医療圏新川医療圏

黒部市
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医師・歯科医師等 

区 分 人 数 
人口 10 万対 

（新川） （県） 

医  師 275 238.9 273.7 

歯科医師 72 62.6 62.8 

薬 剤 師 208 180.7 275.9 

看 護 職 1,813 1,575.2 1,642.6 

内 

 

訳 

保健師 86 74.7 64.9 

助産師 39 33.9 39.7 

看護師 1,285 1,116.5 1,263.5 

准看護師 403 350.2 274.4 

 
厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 
（2020（令和２）年 12 月 31 日現在） 
富山県「看護職員業務従事者届」 
（2020（令和２）年 12 月 31 日現在） 
人口 10 万対は県医務課計算 
 

 

 

 

                                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（３）医療従事者 

○ 2020（令和２）年 12月末現在、圏域内の医師数は 275 人、人口 10 万人当たりで 238.9 

人（県：273.7 人）、歯科医師数は 72人、人口 10万人当たりで 62.6 人（県：62.8 人）、薬

剤師数は 208 人、人口 10 万人当たりで 180.7 人（県：275.9 人）となっており、人口 10万

人当たりではいずれの職種も県平均を下回っています。 

○ 2020（令和２）年 12月末現在、圏域内の看護職員の就業者数は 1,813 人であり、職種別

では保健師 86人、助産師 39人、看護師 1,285 人、准看護師 403 人となっています。 

○ 人口 10 万人当たりでは看護職員全体で 1,575.2 人、職種別では保健師 74.7 人、助産師

33.9 人、看護師 1,116.5 人、准看護師 350.2 人です。 

○ リハビリテーション関係従事者及び歯科関係従事者の数は、次のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リハビリテーション関係従事者 
（常勤換算数） 

区 分 人 数 

理学療法士 91.6 

作業療法士 45.8 

言語聴覚士 13.0 

視能訓練士 11.0 

 
厚生労働省「病院報告」「医療施設調査」 
（2020（令和２）年 10 月 1 日現在） 

 

高齢者福祉施設等 

 

 

入所 

施設 

特別養護老人ホーム 

（地域密着含む） 

17 

介護老人保健施設 7 

介護医療院 4 

介護療養型医療施設 － 

軽費老人ホーム 
（ケアハウス） 

3 

認知症対応型共同生活介護 
（グループホーム） 

24 

 

相  談 

居宅介護支援事業所 35 

地域包括支援センター 5 

在宅介護支援センター 3 

その他 訪問看護ステーション 7 

県高齢福祉課調べ 

（2023（令和５）年 10 月１日現在） 

歯科関係従事者 
（常勤換算数） 

区 分 人 数 

歯科衛生士 114.3 

歯科技工士  20.6 

 

厚生労働省「病院報告」「医療施設調査」 
（2020（令和２）年 10 月 1 日現在） 

障害福祉サービス事業所等 

 

 

 

日中 

活動 

の場 

生活介護 19 

自立（生活）訓練 1 

就労移行支援 3 

就労継続支援Ａ型 5 

就労継続支援Ｂ型 14 

地域活動支援センターⅠ型 1 

地域活動支援センターⅡ型 － 

地域活動支援センターⅢ型 － 

住まい

の場 

共同生活援助 14 

 

相  談 

指定一般相談支援事業 4 

指定特定相談支援事業 10 

指定障害児相談支援事業 6 

県障害福祉課調べ 

（2023（令和５）年 10 月１日現在） 
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２ 医療 

（１）医療機能の分担と連携 

がん 

〔現状と課題〕 

○ 市町が実施するがん検診受診率（胃・肺・大腸・乳・子宮）は、2020（令和２）年度以降

新型コロナウイルス感染症の影響で低下していますが、胃がん、大腸がんの検診受診率は回

復傾向にあります。 

○ 2020（令和２）年 10 月現在、圏域の禁煙外来を行っている医療機関は 17 施設（診療所

13、病院 4）あり、人口 10万人当たりの施設数は、診療所 10.9 施設（県：11.2 施設）、病

院 3.4 施設（県：3.7 施設）となっています。また、2021（令和３）年度の禁煙外来での治

療件数（ニコチン依存症管理料の算定件数）は、人口 10万人当たりで県、全国より多い状

況にあります。 

○ 黒部市民病院が国指定の地域がん診療連携拠点病院に、また、富山労災病院が県指定の地

域がん診療連携拠点病院に指定されていましたが、黒部市民病院は常勤の放射線治療医の

確保が難しいことから、令和５年度から１年間「地域がん診療連携拠点病院（特例型）」の

指定となりました。 

○ 2021（令和３）年度のがんリハビリテーション実施件数は、人口 10万人当たり 111.3 件

（県：431.6 件、全国：335.4 件）と、県、全国より少ない状況にあります。 

○ 2021（令和３）年度の地域連携クリティカルパスに基づく診療提供の実施件数は、人口 10

万人当たり 57.8 件（県：186.6 件、全国：164.0～164.2 件）と、県、全国より少ない状況

にあります。 

○ 地域がん診療連携拠点病院では、手術療法、薬物療法、放射線療法を組み合わせた治療を

行っており、外来化学療法や外来放射線療法も実施されています。また、がん患者の相談支

援、医療従事者の研修、院内がん登録事業等を行っています。 

○ 県全体のがんの医療の均てん化を推進するため、黒部市民病院と富山労災病院が、地域が

ん診療連携拠点病院として臨床研究の推進やがん情報の収集・発信、医療従事者等を対象と

した研修会の開催など、圏域におけるがん治療の中心的な役割を担っています。 

○ がんの早期発見や治療法の選択に有効なＰＥＴ（陽電子放射断層撮影）が黒部市民病院 

 に整備されており、地域の医療機関と共同利用が図られています。 

○ 2021（令和３年）年度現在 、専門的ながん診療に携わる認定看護師として、がん化学療

法看護認定看護師が黒部市民病院に２人、富山労災病院に１人、がん性疼痛看護認定看護師

及びがん放射線看護認定看護師が黒部市民病院に各１人、緩和ケア認定看護師が黒部市民

病院、富山労災病院及びあさひ総合病院に各２人が配置されており、がん看護の質の向上に

ついて中心的な役割を担っています。 

○ 地域がん診療連携拠点病院では、がんの専門知識を有する医師、看護師、薬剤師等による

緩和ケアチームが設置され、在宅療養を支援するがん相談支援センターが開設されていま

す。また、がん患者の在宅療養体制を構築するための事例検討会を新川厚生センターと共同

で開催しています。 
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○ がん患者の在宅療養を支援するため、PCA ポンプを使用した治療を調剤薬局と連携して実

施するなど、関係機関と協力しながら在宅緩和ケアの充実に取り組んでいます。 

○ 2022（令和４）年５月、黒部市民病院に緩和ケアセンターが開設されていますが、圏域に

緩和ケア病棟はありません。 

〇 2019（令和元）年度に、あさひ総合病院では、機能強化型訪問看護ステーションを含む在

宅介護支援センターを院内に設置し、訪問診療・訪問リハビリテーションを拡充するなど在

宅療養支援を積極的に推進しており、同様の取組みが他の医療機関にも拡がることが期待

されます。 

○ 市町において、がん患者の身体的・心理的な負担や社会生活上の不安を和らげるため、医

療用ウィッグ・乳房補正具購入等費用を助成しています。 

 

〔施策の方向〕 

○ 地域や職域でのがん検診について、検診受診率の一層の向上と精度の高い効果的な検診

が実施されるよう、「地域職域連携推進協議会」等を通じて関係機関と連携して啓発等に努

めます。 

○ 関係機関や関係団体とともに、喫煙者に対する禁煙治療や、公共施設をはじめとして多数

の方が利用する施設における受動喫煙対策に取り組みます。 

○ 地域がん診療連携拠点病院における医療機器の整備促進や放射線治療医等の専門医、認

定看護師及び薬剤師の充実を図ることにより、質の高いがん診療が適切に提供されるよう

支援します。 

○ がんや緩和ケアに関する地域連携クリティカルパスなどを有効に活用し、地域がん診療

連携拠点病院と地域の医療機関との連携を図ります。特に、在宅医療・介護連携推進（支援）

事業等を通じて多職種の連携を強化し、意思決定支援（アドバンス・ケア・プランニング等）

の充実、グリーフケア、医療用麻薬の使用に関するプログラム、がん以外の疾患に対する緩

和ケアのなどの一層の推進に努めます。 

○ がんと診断された時から、障害の予防や緩和、あるいは能力の回復や維持を目的としたが

んリハビリテーションが実施されるよう支援します。 

○ 患者とその家族が、がんと診断された時から、身体的・精神心理的・社会的苦痛などに対

して適切にケアを受け、苦痛が緩和されるよう、地域がん診療連携拠点病院を中心に、緩和

ケアチームや緩和ケア外来の診療機能の向上に努めます。 

○ 在宅緩和ケアの充実に向け、がん診療連携拠点病院等のバックアップのもと、診療所、訪

問看護ステーション、調剤薬局等の地域における支援体制の強化を図ります。 

○ がん患者に対するアピアランスケア（医学的・整容的・心理社会的支援を用いて、外見の

変化を補完し、外見の変化に起因するがん患者の苦痛を軽減するケア）の充実に向けて、「地

域医療推進対策協議会がん部会」等を通じて地域がん診療連携拠点病院等を中心としたア

ピアランスケアに係る相談支援・情報提供体制を推進します。 
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脳卒中 

〔現状と課題〕 

○ 市町が実施する特定健診・特定保健指導の実施率は、2020（令和２）年度以降、新型コロ

ナウイルス感染症の影響で低下しましたが回復傾向にあり、県、全国より高い状況にありま

す。 

○ 脳卒中の発症が疑われる症状を住民が正しく理解し、救急搬送の要請等を速やかに行う

ことができるよう、医師会や市町とともに、発症時の症状等に関するパンフレットを作成し

普及啓発を行っています。 

○ 2020（令和２）年の圏域における主たる診療科を「脳神経内科」と届出をした医師数は２

人（人口 10 万対 1.7 人）と、県、全国より多く、「脳神経外科」と届出をした医師数は 10

人（人口 10万対 8.4 人）と、県、全国より少ない状況にあります。2024（令和６）年度か

ら適用される医師の働き方改革（時間外労働上限規制）に対応するため、脳神経内科・脳神

経外科専門医の充実を図る必要があります。 

○ 脳卒中の急性期医療が可能な医療機関として、黒部市民病院、富山労災病院、あさひ総合

病院、丸川病院があります。このうち黒部市民病院と富山労災病院では、①専門的治療が 24

時間可能、②適応のある脳梗塞症例に対し、来院後１時間以内（発症後 4.5 時間以内）に t-

PA による血栓溶解療法が実施可能、③外科的手術が必要と判断した場合における来院後 2

時間以内の治療が可能です。2021（令和３）年度の脳卒中情報システムでは、来院方法のう

ち自力・介助来院が 52.5％、救急車が 44.7％、来院までの時間は 4.5 時間以内が 38.8％と

なっています。 

○ 2022（令和４）年７月現在、回復期病床を有する医療機関として、あさひ総合病院、坂東

病院、丸川病院、池田リハビリテーション病院、富山労災病院があり、病床数は人口 10万

人あたり 188.0 床と、県（144.1 床）より多い状況にあります。また、池田リハビリテーシ

ョン病院は回復期リハビリテーション病棟を有し、病床数は人口 10万人あたり 35.9 床と、

県（49.0 床）より少ない状況にあります。 

○ 2002（平成 14）年に、黒部市民病院が「地域リハビリテーション広域支援センター」に

指定されており、「地域連携クリティカルパス症例検討会」や関係者研修会の開催、「新川圏

域地域リハビリテーション活動マップ」の更新等を行っています。また、県リハビリテーシ

ョン支援センターによる「病院―在宅連携に関する実態調査」（毎年実施）によると、2018

（平成 30）年度から、「入院時情報提供率（入院時に、ケアマネジャーが医療機関に患者の

生活環境等を情報提供）」は横ばいで推移する一方、「退院時情報提供率（退院前に、病院担

当者からケアマネジャーに連絡）」は増加傾向にあります。 

〇 2019（平成 31）年に丸川病院、2020（令和２）年に富山労災病院が「地域リハビリテーシ

ョン地域包括ケアサポートセンター」に指定され、市町の介護予防事業へのリハビリ専門職

の派遣等を行っています。 

○ 2008（平成 20）年から「新川地域連携クリティカルパス」を運用し、医療から介護まで

の情報を集約して継続的に多職種連携を進めています。2022（令和４）年度の地域連携クリ

ティカルパス使用率は、脳卒中 82.8％、大腿骨近位部骨折 91.1％となっています。 

○ 2023（令和５）年の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査からは、転倒、口腔機能低下、認
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知機能低下、閉じこもり等のフレイル対策が重要となっています。 

〇 2002（平成 14）年から「新川圏域地域リハビリテーション連絡協議会」を設置し、医療

や福祉、市町と高齢者の実態や課題を整理する等、関係機関と連携し、地域リハビリテーシ

ョン支援体制の充実を図っています。 

 

〔施策の方向〕 

○ 市町が実施する特定健診・特定保健指導の実施率向上のため、研修会等を通じて関係者の

資質向上を図るとともに、市町との協議の場等での情報提供などの支援に努めます。 

○「地域医療推進対策協議会脳卒中部会」を通じて、脳卒中患者に関する治療状況等のデータ

収集・分析を行い、関係機関とともに脳卒中発症時の早期受診に関する普及啓発を継続的に

行います。 

○ 新川地域リハビリテーション広域支援センター、地域リハビリテーション地域包括ケア

サポートセンターとの協働、急性期から回復期、生活期に至るまでの切れ目のないリハビリ

テーション等を行うことにより、生活機能の維持・向上を図り、在宅等への復帰と日常生活

の継続を目指します。 

○ 新川圏域地域リハビリテーション活動マップを更新し、圏域における医療・介護における

リハビリテーションの情報を共有します。 

○ 新川圏域地域リハビリテーション連絡協議会を通じて、地域リハビリテーション支援体

制の構築と活動の推進を図ります。 

 

心筋梗塞等の心血管疾患 

〔現状と課題〕 

○ 2020（令和２）年 10月現在、圏域の禁煙外来を行っている医療機関は 17施設（病院４、

診療所 13）あり、人口 10万人当たりの施設数は、診療所 10.9 施設（県：11.2 施設）、病

院 3.4 施設（県：3.7 施設）となっています。また、ニコチン依存症管理料の算定件数が、

人口 10万人当たり 117.3 件（県：94.1 件、全国：99.6 件）と、県、全国より多い状況にあ

ります。 

○ 市町が実施する特定健診、特定保健指導の実施率は、2020（令和２）年度以降新型コロナ

ウイルス感染症の影響で低下しましたが回復傾向にあり、県、全国より高い状況にあります。 

○ 2004（平成 16）年７月から、非医療従事者のＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使用が認

められたことに伴い、体育館をはじめ公共施設等にＡＥＤが設置され、各地で関係者や住民

を対象にしたＡＥＤの使用を含む救急蘇生法の講習会が開催されています。 

○ 急性心筋梗塞が疑われる患者に対する専門的治療が 24 時間実施可能な医療機関として、

黒部市民病院と富山労災病院があります。 

○ 2020（令和２）年の圏域における主たる診療科を「循環器内科」と届出をした医師数は 6

人、人口 10万人当たり 5,0 人（県：7.7 人、全国：10.2 人）、「心臓血管外科」と届出を

した医師数は 1 人、人口 10 万人当たり 0.8 人（県：2.7 人、全国：2.5 人）と、いずれも

県、全国より少ない状況にあります。2024（令和６）年度から適用される医師の働き方改革

（時間外労働の上限規制）に対応するため、循環器専門医の充実を図る必要があります。 
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○ 急性期医療を担う病院（黒部市民病院、富山労災病院、坂東病院）において、2021（令和

３）年度の急性心筋梗塞が疑われる患者の Walk in による来院方法の割合は、他の圏域よ

り高い状況にあります。 

○ 2021（令和３）年度の圏域における心筋梗塞に対する冠動脈再開通件数は、人口 10万人

当たり 41.6 件（県：38.8 件、全国：40.2 件）、うち来院後 90分以内の冠動脈再開通割合

は 51.0％となっています。 

○ 急性期医療を担う病院において、人工心肺装置を用いた心臓血管手術が必要な患者は、富

山医療圏の医療機関へ搬送し対応しています。 

○ 急性期医療を担う病院を退院した患者に対し、状況に応じた切れ目のない医療の提供の

ための地域連携クリティカルパスが導入されていますが、圏域の実施件数は 2020（令和２）

年度以降少ない状況にあります。 

○ 黒部市民病院、富山労災病院において、心大血管疾患リハビリテーションを実施していま

すが、圏域の実施件数は他の圏域より少ない状況にあります。また、運動機能が低下してい

る高齢者に対し、廃用症候群リハビリテーションを実施しています。 

○ 慢性心不全患者の急性憎悪に適切に対応する必要があります。 

○ 黒部市民病院において、末期心不全の患者に対し、麻薬による苦痛緩和治療を実施してい

ます。 

 

〔施策の方向〕 

○ 関係機関や関係団体とともに、喫煙者に対する禁煙治療や禁煙外来の普及啓発、公共施設

をはじめとして多数の方が利用する施設における受動喫煙防止対策等に取り組みます。 

○ 市町が実施する特定健診、特定保健指導の実施率の向上のため、特定健診・保健指導研修

会等を通じて関係者の資質向上を図るとともに、市町との協議の場等での情報提供などの

支援に努めます。 

○「地域職域連携推進協議会」等を通じて、職域における効果的な特定健診・特定保健指導の

実施を支援するとともに、治療が必要な勤務者が安心して治療と仕事の両立を図れるよう

支援体制の整備に努めます。 

○ 病院前救護体制の充実のため、今後とも県民を対象とした救急蘇生法の講習会等を通じ

て、ＡＥＤの使用方法の周知を図ります。 

○ 医師の働き方改革に対応するため、県が実施する医師確保対策等を通じて、急性期医療を

担う病院における循環器内科医師、心臓血管外科医師の確保に努めます。 

○ 住民に対し、急性心筋梗塞の発症が疑われる初発症状を正しく理解し、救急搬送の要請等

を適切に行うことができるよう、市町等の関係機関や関係団体とともに、普及啓発を行いま

す。 

○ 診療所の医療関係者に対し、急性心筋梗塞の発症が疑われる患者に対しては速やかに急

性期治療の医療機関への救急搬送がされるよう、啓発に努めます。 

○ 急性期医療を担う病院に関して、来院から心臓カテーテル検査までに要した時間や心臓

リハビリテーション実施率等のデータ収集・分析を行い、「地域医療推進対策協議会心血管

疾患部会」等を通じて治療件数の増加や予後の改善に向けた支援体制の構築に努めます。 
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○ 急性期医療を担う病院において、再発予防等に有効な心大血管疾患リハビリテーション

の実施を推進します。 

○ かかりつけ医と循環器専門医が連携した慢性心不全の診療体制を推進するとともに、末

期心不全の患者に対する緩和ケアを推進します。 

○ 継続的・持続的な医療の提供のため、急性心筋梗塞の地域連携クリティカルパスの利用を

促進するとともに、より使いやすいよう地域医療推進対策協議会心血管疾患部会等を通じ

て記載内容等の見直しに努めます。 

 

糖尿病 

〔現状と課題〕 

○ 国民健康保険者（以下「国保保険者」という。）が実施する特定健診受診率や特定保健指

導実施率の向上及び健診結果やレセプトデータを活用して、糖尿病未治療者・治療中断者へ

の医療受診勧奨の強化により、糖尿病発症予防や有症者の重症化予防をさらに推進してい

く必要があります。 

○ 2020（令和２）年度の特定健診受診者の健診結果によると、血糖管理が不十分な者

（HbA1c8.0％以上）は、男性の勤務世代（40～60 歳未満）が６割以上を占め、増加してい

る傾向にあります。国保保険者のみならず被用者保険者とともに勤務世代にある男性の治

療中断防止、合併症・重症化予防に取り組む必要があります。 

○ 圏域の公的病院における糖尿病性ケトアシドーシス・非ケトン昏睡患者に対する急性合

併症等の治療件数は県より高く、慢性合併症における足病変の管理（糖尿病合併症管理料算

定件数）は県より低く、四肢切断（下肢・足）件数は県より高い状況にあります。急性合併

症・慢性合併症の予防（再発予防）や重症化予防のため、診療科間連携の強化と患者教育や

在宅療養支援の充実を図る必要があります。 

○ 「糖尿病療養指導従事者研修会」等を通じて、糖尿病対策に従事する保健・医療・福祉等

の関係者の人材育成・資質向上、多職種連携及び地域力の醸成に取り組んでいます。 

○ 2010（平成 22）年から糖尿病地域連携クリティカルパス（以下「糖尿病マイカルテ等」

という。）を運用し、病診連携や重症化予防体制の推進をしています。糖尿病マイカルテ

等の更なる活用に向けたブラッシュアップと地域専門職との共有により、配慮が必要な患

者に対する支援の連携を図る必要があります。 

○ 2010（平成 22）年から多機関・多職種からなる「糖尿病地域ケア体制検討会」を開催し、

糖尿病発症予防から重症化予防に係る地域全体のサポート体制の構築に取り組んでいます。 

2017（平成 29）年からは、国保保険者が主体となる「富山県糖尿病性腎症重症化予防プ

ログラム」に基づく「新川管内版糖尿病性腎症重症化予防プログロムフローチャート」を活

用した取組みと医療が主体となる「透析予防に係る専門的な診療（透析予防診療チーム）」

の２軸で糖尿病性腎症重症化予防に取り組んでいますが、より効率的な取組みと保健と医

療の更なる連携推進が必要です。 

○ 2021（令和３）年度の身体障害者手帳によると、圏域の糖尿病による新規透析患者数は 21

名（24％）で減少傾向ですが、導入年齢は 60～80 歳代が約６割を占め高齢化が進んでいま

す。 
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○ 圏域の公的病院が透析予防診療チームによる重症化予防に取り組み、糖尿病透析予防指

導管理料の算定件数は県より多い状況にあります。 

○ 圏域の医療機関においては、尿中アルブミン（定量）検査の実施が県より低く、糖尿病性

腎症の早期診断・治療のため糖尿病患者に定期的な検査が必要です。 

 

〔施策の方向〕 

○ 「糖尿病対策に係る市町と医療との連絡会」を通じて、国保保険者と健診医療機関が協力

し健診未受診者に対する受診勧奨を推し進めるとともに、また糖尿病未治療者・治療中断者

が早期に治療を開始・再開できる体制を支援します。 

○ 「地域職域連携推進協議会」等を通じて、職域における効果的な特定健診・特定保健指導

の実施の支援や治療が必要な勤務者が安心して治療と仕事の両立を図れるよう企業（産業

医等）と医療機関（主治医）との連携推進を支援します。 

○ 専門医療機関での患者教育を通じた患者・家族への正しい知識を提供するとともに、ハイ

リスク者（高齢者、独居、認知症等の複合疾患併存者等）に対して治療後かかりつけ医と地

域専門職種が連携した療養支援を図り合併症予防・再発予防に努めます。 

○ 糖尿病療養指導従事者研修会等を通じて、複雑困難な課題を抱える在宅療養者に対応で

きるよう関係者の資質の向上を図るとともに、各専門職が包括的に重症化予防に取り組む

地域力の醸成と多職種連携の強化に努めます。 

○ 糖尿病地域ケア体制検討会を通じて、糖尿病マイカルテ等の関係機関・関係者への周知と

活用による病診連携・医科歯科連携の推進、更なる医療機能分担と定期的な合併症検査の実

施による疾病管理と合併症予防・重症化予防を支援します。 

○ 配慮が必要な患者には、保健と医療の連携を生かした保健師・看護師、栄養士、薬剤師等

の訪問等によるハイリスクアプローチや福祉との連携を推進します。 

○ 高齢の糖尿病患者を支える介護サービス機関や市町、勤労者の治療を管理する産業医へ

の糖尿病マイカルテ等の周知・活用を図り、地域連携の円滑化を支援します。 

○ 「保健福祉事業連絡会」を通じて、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施による切

れ目のない保健事業の展開と受診勧奨強化により、高齢者の重症化予防施策の推進に努め

ます。 

○ 糖尿病対策に係る市町と医療との連絡会や糖尿病地域ケア体制検討会を通じて、保健と

医療の推進、かかりつけ医から糖尿病専門医、腎臓専門医への紹介基準による連携体制の円

滑化ならびに、郡市医師会に尿中アルブミン（定量）検査の重要性を周知し、郡市医師会の

協力のもと糖尿病性腎症等の早期発見・診断に努めます。 

 

精神疾患 

〔現状と課題〕 

○ 精神科病床を有する医療機関として、魚津神経サナトリウムと魚津緑ヶ丘病院、精神科外

来を標榜する医療機関として、黒部市民病院があります。３医療機関では診療の他、デイケ

アと精神科訪問看護を実施しており、患者本人の活動場所の提供や在宅生活への支援も行

っています。精神科訪問看護については、圏域の実施件数は県より多い状況にあります。 

○ 厚生センター、市町、相談支援事業者等では、患者本人や家族の相談に対応するとともに、
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医療資源や精神保健福祉制度等に関する情報提供等を行っています。厚生センターでは、

「地域生活支援ガイド」により圏域の医療・福祉資源の情報を提供しています。 

○ 保健・医療・福祉等の関係者による「精神医療保健福祉関係者連絡会議」や「地域精神保

健福祉ネットワーク推進事業」(新川地域自立支援協議会精神部会を兼ねる)を通じて、精神

障害者の実態や課題の把握、関係機関との連携と地域の支援体制の充実を図っています。 

○ 圏域の医療保護入院の中では、認知症の割合が最も高くなっています。市町では認知症ケ

アパス、認知症初期集中支援チームを活用し、早期からの相談や医療機関への受診、適切な

サービスの利用を推進しています。また、2010（平成 22）年に、認知症の鑑別診断、急性期

医療、専門医療相談等を行う「にいかわ認知症疾患医療センター」が魚津緑ヶ丘病院に設置

され、市町と連携し住民向けの相談会や研修会の開催、普及啓発にも取り組んでいます。 

○ 全国・都道府県の精神保健福祉資料によると、圏域の退院率は県より比較的高く、一方、

再入院率も県より高い状況となっています。 

○ 厚生センターでは、商工会や市町等と連携して、心の健康づくりや精神保健福祉施策に関

する普及啓発を行うほか、「新川地域精神保健福祉推進協議会」においても、地域住民への

精神保健福祉に関する正しい知識の普及啓発や、精神的健康の保持増進の観点から、公開講

演会等を実施しています。 

○ 厚生センターでは、2018（平成 30）年より、「富山県措置入院者等退院後支援マニュアル」

に基づき、措置入院患者の同意を得た上で退院後支援計画を作成し、関係機関と協力しなが

ら退院後の地域での生活等の支援を実施しています。 

○ 厚生センターでは、ひきこもりやアルコールなどの問題で悩んでいる家族等に対し、「ひ

きこもり等家族相談会」、「アルコール家族教室」を開催し、本人への理解や対応方法等の相

談・助言を行っています。また、精神障害者の家族が集う地域家族会への運営支援も行って

います。 

 

〔施策の方向〕 

○ 住民や企業、関係機関等を対象に、心の健康づくりや精神保健福祉施策に関する普及啓発

に努めます。 

○ 関係機関や関係団体等と連携を図りながら、患者本人や家族の相談に適切に対応すると

ともに、多様な疾患に対応できる医療の連携体制の構築を図ります。また、2022（令和４） 

年12月の精神保健福祉法改正に基づき、市町における精神障害者等への相談支援の充実等、

市町の取組みを支援します。 

○ 精神医療保健福祉関係者連絡会議を通じて、一般かかりつけ医、精神科医及び関係機関の

連携体制の構築に努めます。 

○ 精神医療保健福祉関係者連絡会議、地域精神保健福祉ネットワーク推進事業を通じて、患

者やその家族が、地域の一員として安心して自分らしく暮らすことができるよう、保健・医

療・福祉・介護等関係者の多職種連携による支援体制のさらなる充実に努めます。また、住

まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保された、精神障害にも対応

した地域包括ケアシステムの構築に努めます。 

○ 精神医療保健福祉関係者連絡会議、地域精神保健福祉ネットワーク推進事業を通じて、地

域移行・地域定着を支援するため、病院と地域の連携強化及び地域の体制整備に努めます。
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また、措置入院者については引き続き退院後支援計画に基づき支援します。 

○ 認知症の人が、できる限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、認知症疾患医療セン

ター（魚津緑ヶ丘病院）と市町地域包括支援センターが連携しながら、必要な医療や介護サ

ービスが総合的に提供されるよう支援します。 

○ 患者やその家族、保健・医療・福祉関係機関に対し、積極的に心の健康センター事業やピ 

ア・フレンズ派遣事業等を活用し支援します。 

〇 2022（令和４）年 12月の精神保健福祉法改正に基づき、精神科医療機関における虐待防

止を目的とした研修会、相談体制の整備等の取組みを推進します。 

 

その他 

〔現状と課題〕 

○ 圏域には、地域の医療機関との連携のため、開放病床が黒部市民病院に 10床、富山労災

病院に５床設置、あさひ総合病院に５床設置されているとともに、黒部市民病院、富山労災

病院、あさひ総合病院に地域医療連携室が設置され、かかりつけ医との患者紹介が推進され

ています。 

○ 圏域の公的病院、民間病院の間で高度医療機器の共同利用が進んでいます。また、2006（平

成 18）年から、黒部市民病院では、下新川地域医療連携ネットワーク「扇状地ネット」 を

稼動させ、患者の承諾を得たうえで、電子カルテの情報を連携先の医療機関と共有し、病診・

病病連携が進められています。 

○ 黒部市民病院は、地域救命センター、災害拠点病院、第二種感染症指定医療機関、地域周

産期母子医療センター、地域リハビリテーション広域支援センター等に指定されており、圏

域における中核的な役割を担っています。 

○ 富山労災病院は、2005（平成 17）年にアスベスト健診やアスベストに関する相談業務を

行う「アスベスト疾患センター」を設置しています。また、2017（平成 29）年３月に地域医

療支援病院の承認を受けています。 

○ へき地医療拠点病院として、黒部市民病院は無医地区に準ずる地区等への巡回診療を行

っています。 

 

〔施策の方向〕 

○ 圏域の特性や医療資源等を最大限に活用し、医療機能の分担と連携を推進します。 

○ 公的病院の地域医療連携室を通じて、病院とかかりつけ医との連携を強化し、開放病床及

び高度医療機器の共同利用等をさらに推進します。 

○ 扇状地ネット等の地域医療連携システムや大腿骨頸部骨折等の地域連携クリティカルパ

スの普及・推進を通じて、質の高い医療連携体制の構築を支援します。 

 

（２）救急医療 

〔現状と課題〕 

○ 救急医療体制は、初期救急として 2005（平成 17）年 10 月に開設された「新川医療圏小児

急患センター」、2015（平成 27）年 11 月に開設された「下新川一次急患センター」、2016（平
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成 28）年４月に開設された「魚津市急患センター」と在宅当番医制があります。また、第

二次救急として、病院群輪番制（黒部市民病院、富山労災病院、あさひ総合病院）、第二・

五次救急として地域救命センター（黒部市民病院）があります。このほか、坂東病院が救急

告示医療機関に指定されています。 

〇 新川医療圏小児救患センターでは、2020（令和２）年度以降、新型コロナウイルス感染症

の影響で利用実績が大きく減少しましたが、徐々に回復傾向にあります（2019（令和元）年

度：2,303 人、2020（令和２）年度：568 人、2021（令和３）年度：837 人、2022（令和４）

年度：926 人）。また、２市２町では運営が安定するよう連携して支援を行っています。 

○ 黒部市民病院は、地域周産期母子医療センターとして、母体及び新生児の救急搬送受入体

制を有し、出生体重 1,500g 以上、在胎週数 33 週以上のハイリスク児や、切迫早産等の妊娠

33週以降の重症妊産婦に対する比較的高度な周産期救急医療に対応しています。 

○ 2021（令和３）年の圏域内における救急搬送人員は 4,086 人となっています166 。また、

2022（令和４）年４月１日現在の救急救命士は 50 人で各市町の消防署に配置されており、

人口 10万人当たりの人数は 44.5 人（県：25.9 人）と、県より多い状況にあります。 

○ 2004（平成 16）年７月から、非医療従事者のＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使用が認

められたことに伴い、体育館をはじめ公共施設等にＡＥＤが設置され、各地で関係者や住民

を対象としたＡＥＤの使用を含む救急蘇生法の講習会が開催されています。 

○ 2015（平成 27）年８月に運航を開始した富山県ドクターヘリについては、黒部市民病院、

富山労災病院が患者受入医療機関となっています。また、ドクターヘリの運用を明確にする

ため、2023（令和５）年７月から圏域における非要請区域を設定しました。 

〇 関係機関が連携し「新川メディカルコントロール協議会」を設置し、病院実習や症例検討

会・講習会の開催など救急救命士の研修教育等を実施し、救急業務の高度化に取り組んでい

ます。 

 

〔施策の方向〕 

○ 初期救急の適正な受診について、引き続き市町の広報や母子保健事業、ケーブルテレビ等

のメディアを活用して普及啓発を行います。 

○ 病院前救護体制の充実のため、今後とも県民を対象とした救急蘇生法の講習会等を通じ

て、ＡＥＤの使用方法の周知を図ります。 

○ 今後とも、初期、第二次、第二・五次救急医療体制を維持し、救急医療施設の充実を図る

とともに、住民に対しては、市町等の関係機関や関係団体とともに、救急医療の適正受診に

ついて、引き続き普及啓発を行います。 

○ 今後とも、新川医療圏小児急患センター、下新川一次急患センター、魚津市急患センター

の運営及び在宅当番医制の運用を通じ、初期救急医療体制の維持に努めます。 

○ 妊婦及び新生児の周産期医療救急搬送については、2010（平成 22）年に県で策定した「周

産期医療搬送・紹介ガイドライン」に沿った搬送体制の適正化・迅速化に取り組みます。 

〇 今後とも、圏域で対応が難しい症例については第三次救急医療機関で診てもらうなど、高

 
166 県消防課 防災・危機管理課「富山県消防防災年報」 
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次医療機関との連携強化を図るとともに、医療スタッフの負担軽減に対応するため、二次輪

番体制のあり方について引き続き検討します。 

 

（３）災害医療 

〔現状と課題〕 

○ 地域災害拠点病院及びＤＭＡＴ指定病院となっている黒部市民病院は、2016（平成 28）

年度の増改築により全館耐震化されたほか、連続 72時間稼働可能な自家発電装置の設置や

太陽光発電設備の導入、外来待合・講堂への医療ガス設備の設置など、より災害に強い病院

となっています。 

○ 市町の災害対策本部は、医師会等と連携して医療救護所を開設し、近隣地域から派遣され

たＪＭＡＴなどの医療救護班等と協力しながら、災害直後から数週間以上にわたり災害医

療やメンタルヘルス、公衆衛生対策を実施することとなっています。 

○ 2012（平成 24）年８月に、災害時の医療救護活動を迅速に行うため、公的３病院（黒部

市民病院、富山労災病院、あさひ総合病院）は、相互応援協定を締結しています。 

○ ＢＣＰ（業務継続計画）が未作成となっている病院があります。 

○ 災害拠点病院及び公的病院、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、消防、行政 

で構成される「新川地域災害医療連携会議」により、災害発生時の医療連携体制の整備・充

実を図っています。 

○ 2019（平成 31）年２月に「新川医療圏災害医療活動マニュアル」を作成し、圏域の関係

機関等が、災害発生時の医療連携における各々の役割を横断的に把握できるよう取り組ん

でいます。 

○ 2014（平成 26）年に策定した「災害時厚生センター活動マニュアル」に基づき、各厚生

センターが参加して災害対応図上訓練を実施しています。 

 

〔施策の方向〕 

○ 新川地域が被災した場合、黒部市民病院が核となり、富山労災病院やあさひ総合病院、医

師会、市町、県内外のＤＭＡＴ等と協力しながら、急性期の災害医療を担う体制を整備しま

す。 

○ 被災地内外から参集する医療チーム等の配置調整、情報の提供など、災害時に必要なコー

ディネート機能が十分発揮できるよう、新川地域災害医療連携会議を通じて、通信手段の確

保等を含む関係機関の連携体制を整備します。 

○ ＢＣＰ（業務継続計画）が未作成の病院に対し、速やかな作成を促します。 

○ 新川地域災害医療連携会議を通じ、関係者の情報交換を行うとともに、「新川医療圏災害

医療活動マニュアル」について、関係機関等の防災計画や災害対応マニュアルとの整合性を

とるなど随時ブラッシュアップを図り、その実用性を高めます。 

○ 各厚生センターによる災害対応図上訓練において、全国保健所長会が推奨するアクショ

ンカードを活用した実践的訓練を継続し、そのノウハウの定着を図ります。 

○ 災害時に「広域災害救急医療情報システム」（ＥＭＩＳ）を利用して圏域の医療機関の被

災状況や患者受入状況等を迅速に情報共有できるよう、情報の提供・収集体制の整備を図り
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ます。 

 

（４）周産期・小児医療 

〔現状と課題〕 

○ 圏域内の出生数は、2015（平成 27）年には 767 件（県：7,567 件）でしたが、2022（令和

４）年には 547 件（県：6,022 件） と減少の一途にあります。 

○ 分娩可能な医療機関が減少し、特定の医療機関に負担が集中するなどの課題に対応する

ため、2009（平成 21）年から、分娩可能な医療機関と妊婦健診を行う医療機関が相互に連

携を図る周産期医療連携体制を圏域内で構築しています。 

○ 2023（令和５）年４月現在、圏域において分娩を取り扱う医療機関は２施設（病院１、診

療所１）、妊婦健診に対応できる医療機関は２施設（病院１、診療所１）であり、魚津市の

医療機関においては、セミオープンシステム167を利用した病診連携により産科医療が維持さ

れています。 

○ 地域周産期母子医療センターは黒部市民病院に整備されており、新生児集中治療管理室

（ＮＩＣＵ）病床を３床設置し、出生体重 1,500g 以上、在胎週数 33週以上のハイリスク児

や、切迫早産等の妊娠 33週以降の重症妊産婦に対する比較的高度な周産期救急医療に対応

しています。 

○ 近年、外国人の方や精神疾患の合併等、支援が必要なハイリスク妊産婦が増加傾向にあり

ます。産科医療機関においては産後２週間や１か月の産婦健診で、市町村においては新生児

訪問等においてメンタルヘルスのスクリーニング検査を実施し、産後うつ等の早期発見に

努めています。 

○ 黒部市民病院、こうちウィメンズクリニックにおいては、精神疾患を有する妊産婦（疑い

含む）に対し、精神科の医療機関や市町等と多職種によるカンファレンスを行うなど関係機

関と連携し対応しています。 

○ 市町においては、妊娠期から出産、子育て家庭を支援する伴走型相談支援を行うととも

に、産後も安心して子育てができるよう産後ケア（デイサービス型及び宿泊型）を圏域であ

わの産婦人科医院に委託し実施しています。 

○ 圏域内の小児科を標榜している医療機関は 21 施設（病院４施設、診療所 16 施設）であ

り、一般の小児医療を担う医療機関で対応が困難な患者の受入れや入院診療など小児専門

医療は黒部市民病院に集約されています。 

○ 県障害福祉課の調査によると、2023（令和５）年１月現在、新川圏域において在宅で療養

する 18 歳未満の医療的ケア児は 17 人であるのに対し、重症心身障害児者あるいは医療的

ケア児者のいずれかの受入れ可能な訪問看護ステーションは２事業所であり、医療的ケア

児及びその家族等への支援体制を進めていく必要があります。 

 

 
167 妊婦健診は診療所等において主に実施し、連携している病院にて分娩するもののうち、妊婦健診を

実施した診療所等の医師が連携している病院に出向き分娩介助しないもの 
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〔施策の方向〕 

○ 将来、親になる世代への啓発を充実するなど安全で安心な妊娠、出産、子育てを支援する

体制を関係機関と協力して整えるよう努めます。 

○ 地域周産期母子医療センターを中心に、今後ともセミオープンシステムを利用して医療

機能に応じた分担と連携を推進し、安全で安心な周産期医療体制の充実に努めます。 

○ 外国人の方や精神疾患の合併等を含むハイリスク妊産婦や乳幼児への支援、児童虐待の

防止を図るため、「周産期地域連携ネットワーク会議」等を通じて、地域の実情に応じた病

診連携及び医療と市町村の保健・福祉事業の更なる連携を図るとともに、関係者の資質の向

上に努めます。 

○ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援の実現にむけ、市町が行う個別相談や教

室等の産前・産後サポート事業や産後ケア（宿泊型、デイサービス型、アウトリーチ型）の

利用促進など支援体制の整備を推進します。 

○ 小児専門医に限らず小児科を標榜する医療機関も含めて、地域の実情に応じた一般小児

医療の体制を確保するとともに、黒部市民病院による入院診療など小児専門医療の提供体

制を維持できるように努めます。 

○ 医療的ケア児及びその家族にとって望ましい療養・療育環境や在宅ケアの支援体制につ

いて、在宅医療・介護連携推進研修会や「新川地域自立支援協議会児童部会」の医療的ケア

児支援ネットワーク会議等を通じて、支援者の資質向上を支援するとともに、多職種連携の

推進など支援体制の構築に努めます。 

 

（５）在宅医療 

〔現状と課題〕 

〇 県リハビリテーション支援センターによる「病院―在宅連携に関する実態調査」（毎年実

施）によると、2018（平成 30）年度から、「入院時情報提供率（入院時に、ケアマネジャー

が医療機関に患者の生活環境等を情報提供）」は横ばいで推移する一方、「退院時情報提供

率（退院前に、病院担当者からケアマネジャーに連絡）」は増加傾向にあります。 

〇 独居、高齢者世帯や複雑困難な課題を抱え退院調整に苦慮する患者が増えてきており、入

院中からの多職種による退院支援カンファレンスを推進していく必要があります。 

○ 「新川地域在宅医療療養連携協議会」の活動を支援し、多職種連携による在宅医療を推進

するとともに、病院等の医療機関と在宅との地域連携を推進するため、看護管理者等連絡会

や在宅医療・介護連携推進に係る連絡会等を開催しています。 

○ 在宅医療・介護連携推進のために「在宅医療・介護ネットワークの手引き」を関係者と協

働して作成・更新するとともに、入退院支援ルールの運用などを推進しています。 

〇 2009（平成 21）年度に、県の在宅患者情報共有モデル事業で導入した「あんしん在宅ネ

ットにいかわ（Microsoft Office Groove）」を、2019（令和元）年度に「あんしん在宅ネッ

ト（Net４U）」に切り替えて、運用管理・利用支援を行い、ＩＣＴを活用した多職種による

情報連携を推進しています。 

〇 情報連携ツール「あんしん在宅ネット（Net４U）」を活用する関係機関が増加するよう、

広く普及を進めるとともに、タイムリーな情報入力の促進を図る必要があります。 
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○ 多職種連携による在宅医療を推進するため、新川地域在宅医療療養連携協議会と、魚津市

医師会が母体の「メディカルケアネット蜃気楼」が協働で、市町の支援を受け（在宅医療・

介護連携推進事業の一部委託）、「新川地域在宅医療支援センター」を拠点に、市民公開講座

や医療・介護・福祉従事者研修会等を開催するなど、在宅医療の推進に取り組んでいます。 

〇 新川地域在宅医療支援センターでは、2020（令和２）年度に、県の「在宅医療・本人の意

思決定支援事業」を活用し、ACP(アドバンス・ケア・プランニング)アニメーション動画を

作成し、ホームページに掲載するとともに、診療所、訪問看護ステーションへの医療・衛生

材料等の供給を円滑にするため、「診療材料共同購入システム」の運用管理を行っています。 

〇 新川地域在宅医療支援センターの活動を支援し、新川地域の在宅医療の推進に努めてい

ます。 

○ 急性期からの受け入れや在宅・生活復帰支援等の役割を担う地域包括ケア病棟が、富山労

災病院、あさひ総合病院、坂東病院に設置されています。 

〇 2019（令和元）年度に、あさひ総合病院では、機能強化型訪問看護ステーションを含む在

宅介護支援センターを院内に設置し、訪問診療・訪問リハビリテーションを拡充するなど

在宅療養支援を積極的に推進しており、同様の取組みが他の医療機関にも拡がることが期

待されます。 

〇 県障害福祉課の調査によると、2022（令和４）年 11 月現在、圏域において、重症心身障

害児者あるいは医療的ケア児者のいずれかの受入れ可能とした訪問看護ステーションは２

事業所であり、医療的ケア児等の支援体制を進めていく必要があります。 

〇 魚津市では、月の当番制で訪問歯科診療を実施しています。在宅医療における口腔ケアの

推進のため、医科歯科連携を進めるともに、ケアマネジャー等関係者の資質向上を支援し

ていく必要があります。 

〇 がん患者の在宅療養者が増えてきており、麻薬の処方箋も増加しています。圏域には、無

菌調剤の対応が可能な薬局が複数あり、一部の薬局では、共同利用により圏域の施設を利

用し、対応しています。 

 

〔施策の方向〕 

○ 公的病院の地域医療連携室等の関係者と連携し、病院等の医療機関と在宅との双方向の

移行について、質の高い入退院支援が行われるよう体制づくりを推進します。 

〇 在宅療養者が安心して療養生活を送れるよう、在宅医や訪問看護等による在宅医療体制

を強化し療養環境を整備します。また、管内看護管理者等連絡会や「新川圏域地域リハビリ

テーション連絡協議会」、在宅医療・介護連携推進に係る連絡会等を通じて、病院における

退院前及び退院後の訪問指導の推進を図ります。 

○ 新川地域在宅医療支援センターを拠点として、多職種連携により、できる限り患者（小児

を含む）の住み慣れた地域で患者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケアを含む）が、継続

的・包括的に提供されるよう支援します。 

○ 在宅療養者の病状急変時に対応できるよう、地域包括ケア病棟の整備を推進するととも

に、在宅医療を担う医療機関や訪問看護ステーションと入院機能を有する医療機関との円

滑な連携による診療体制の構築を目指します。 
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○ 住み慣れた自宅での看取りだけではなく、在宅で療養している患者が、本人や家族の希望

に応じて最期を入院で看取れるよう、在宅・病院間の連携を推進します。 

○ 新川地域在宅医療支援センターによる市民公開講座や医療・介護・福祉従事者研修会の開

催や人生会議（ACP）のアニメーション動画等を通じて、人生の最終段階における医療につ

いて啓発普及を行います。 

○ がん患者在宅療養支援事例検討会や在宅医療・介護連携推進研修会、関係者連絡会等を通

じて、在宅医療に関わる関係者の資質向上と多職種連携の推進に努めます。 

〇 医療的ケア児等に対する支援について、在宅医療・介護連携推進研修会等を通じて、支援

者の資質向上を支援するとともに、多職種連携の推進など支援体制の構築に努めます。 

○ 在宅医療に関する地域住民の理解を促進するため、管内市町をはじめとする保健・医療・

福祉関係機関との連携により、市民公開講座等の開催等を支援します。 

○ 地域包括ケア推進支援事業等を通じて、市町が行なう在宅医療・介護連携推進事業（地域

支援事業）を支援します。 

〇 在宅医療・介護連携推進に係る連絡会議、在宅医療・介護連携推進研修会等を通じて、在

宅での医科歯科連携を進めるとともに、口腔ケアや食支援の推進に努めます。 

○ かかりつけ薬剤師・薬局や「在宅対応可能薬局（県薬剤師会で独自とりまとめ）」の普及

を図るとともに、病院薬剤師のチーム医療参画を進めます。 

〇 がん患者在宅療養支援事例検討会等を通じて、薬剤師の在宅緩和ケアの推進に努めます。 

 

３ 医療・保健・福祉等の地域連携 

（１）医療と保健、福祉の連携 

〔現状と課題〕 

○ 「地域連携クリティカルパス（がん・脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿病・大腿骨近位部骨折）」

を運用し、医療から介護まで継続的な多職種連携を進めています。 

○ 介護老人保健福祉施設等の社会福祉施設における感染症や食中毒等の発生・対応に備え、

平時から、施設職員に対する研修会や関係者連絡会議の開催、医療機関等との連携及び調理

施設の衛生監視に努めています。 

○ 新川厚生センターでは、健やかな妊娠・出産・育児を支援するため、「周産期地域連携ネ

ットワーク会議」を開催し、周産期医療と保健、福祉の連携を推進しています。 

○ 市町では、「要保護児童対策地域協議会」を設置し、保健、児童福祉、教育、警察など子

供や家庭をとりまく地域の関係機関や関係者が、情報共有や役割分担を行い、連携しながら

支援を行っています。 

○ 医療と介護の連携を強化し、地域包括ケアを推進するため、在宅医療・介護連携推進に係

る連絡会議や研修会等を通じて、医療、保健、福祉、介護等関係者の連携構築に努めていま

す。 

 

〔施策の方向〕 

○ 今後とも、社会福祉施設等における感染症や食中毒等の発生・対応に備え、平時から、施
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設職員に対する研修会や関係者連絡会議の開催、医療機関等との連携及び調理施設の衛生

監視に努めます。 

○ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制の充実に向け、母子保健事業連絡会

や関係者研修会、周産期地域連携ネットワーク会議等を通じて支援するとともに、市町の母

子保健と児童福祉の一体的相談支援体制の構築に向け、「こども家庭センター」の設置を進

めます。 

○ 地域包括ケアを推進するため、市町の地域包括支援センターを拠点として、医療と介護の

連携を強化するなど、医療、保健、福祉、介護等関係機関のさらなる連携促進に努めます。 

 

（２）関係団体・ボランティアとの連携、情報の提供 

〔現状と課題〕 

○ 圏域内では、ソーシャルキャピタルの核となる様々な方々の協力を得て、地域の医療、保

健、福祉、介護の向上のための地域活動が積極的に行われています。 

○ 健康づくり推進員（食生活改善推進員、ヘルスボランティア、母子保健推進員等）は、市

町単位で協議会が組織され、各種の保健福祉事業に参画、協力し、自主的で積極的な活動を

展開しています。 

○ メンタルヘルスサポーターは、精神障害者に対する理解を図るための普及啓発を行い、地

域において精神障害者及び家族が安心して生活できるための支援を行っています。 

○ 難病ボランティアは、難病療養相談会において難病患者の介助や話し相手として協力し

ながら、難病患者の障害や生活にあった支援について理解を深めています。 

○ 薬物乱用防止指導員は、街頭キャンペーンや学校での講演会など、薬物乱用防止の啓発活

動を積極的に行っています。 

○ 新川厚生センターでは、ホームページ等を通じて、医療連携体制や医療機能に関する情報

等を提供しています。 

 

〔施策の方向〕 

○ 新川厚生センターでは、今後とも、関係団体や各ボランティア組織等と連携・協力しなが

ら、地域の医療、保健、福祉、介護の向上のための各種事業を推進します。 

○ 関係機関・団体が連携・協働し、高齢者のみならず、障害者や子どもなど生活上の困難を

抱える方が地域において自立した生活を送ることができるよう、地域共生社会の実現に向

けた取り組みを推進し、包括的な支援体制の構築を図ります。 

○ 新川厚生センターでは、今後とも、ホームページや各種の事業を通じて、医療連携体制や

医療機能に関する情報等をわかりやすく提供します。 

  


